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◇平成２７年度報酬改定Q&A（vol.2）平成２７年４月３０日

（答）貴見のとおり。

なお、これまでと同様に、運営実績が６月に満たない場合の届出にあっては、届出を行った月以降に

おいても、毎月所定の割合を維持しなければならず、その割合については毎月記録する必要がある。

（答）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イとサービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロを同時に取得することはで

きない。

また、実地指導等によって、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イの算定要件を満たさないことが判明し

た場合、都道府県知事等は、支給された加算の一部又は全部を返還させることが可能となっている。

なお、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イの算定要件を満たしていないが、サービス提供体制強化加

算（Ⅰ）ロの算定要件を満たしている場合には、後者の加算を取得するための届出が可能であり、サービ

ス提供体制強化加算（Ⅰ）イの返還等と併せて、後者の加算を取得するための届出を行うことが可能であ

る。

（答)人員配置が手厚い場合の介護サービス利用料（上乗せ介護サービス費用）については、介護職員・

看護職員の人数が量的に基準を上回っている部分について、利用者に対して、別途の費用負担を求め

ることとしているものである。一方で、サービス体制強化加算は、介護職員における介護福祉士の割合な

ど質的に高いサービス提供体制を整えている特定施設を評価するものであるため、両者は異なる趣旨に

よるものである。

従って、上乗せ介護サービス利用料を利用者から受領しつつ、サービス提供体制強化加算の算定を

受けることは可能である。

問６４ サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イとサービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロは同時に取得

することは可能か。不可である場合は、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イを取得していた事

業所が、実地指導等によって、介護福祉士の割合が 60％を下回っていたことが判明した場合は、
全額返還となるのか。

（問６３）サービス提供体制強化加算の新区分の取得に当たって、職員の割合については、こ

れまでと同様に、１年以上の運営実績がある場合、常勤換算方法により算出した前年度の平均

（３月分を除く。）をもって、運営実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始した事業

所又は事業を再開した事業所）の場合は、４月目以降に、前３月分の実績をもって取得可能と

なるということでいいのか。

問６５ 特定施設入居者生活介護の事業所においては、人員配置が手厚い場合の介護サービス利

用料を入居者から徴収する事が可能とされているが、サービス提供体制強化加算を取得した場

合でも、引き続き利用料を徴収する事は可能か。
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◇平成２１年４月改定関係Q&A（vol.1）平成２１年３月２３日

（答）要件における介護福祉士等の取扱いについては、登録又は修了証明書の交付まで求めるも

のではなく、例えば介護福祉士については、平成２１年３月３１日に介護福祉士国家試験の合格

又は養成校の卒業を確認し、翌月以降に登録をした者については、平成２１年４月において介護

福祉士として含めることができる。また、研修については、全カリキュラムを修了していれば、

修了証明書の交付を待たずに研修修了者として含めることが可能である。

なお、この場合において、事業者は当該資格取得等見込み者の、試験合格等の事実を試験セン

ターのホームページ等で受験票と突合する等して確認し、当該職員に対し速やかな登録等を促す

とともに、登録又は修了の事実を確認するべきものであること。

（答）訪問介護員等（訪問入浴介護従業者等を含む。以下問３及び問４において同じ。）ごとに

研修計画を策定されることとしているが、当該計画の期間については定めていないため、当該訪

問介護員等の技能や経験に応じた適切な期間を設定する等、柔軟な計画策定をされたい。

また、計画の策定については、全体像に加えて、訪問介護員等ごとに策定することとされてい

るが、この訪問介護員等ごとの計画については、職責、経験年数、勤続年数、所有資格及び本人

の意向等に応じ、職員をグループ分けして作成することも差し支えない。

なお、計画については、すべての訪問介護員等が概ね１年の間に１回以上、なんらかの研修を

実施できるよう策定すること。

（答）本要件においては、労働安全衛生法により定期的に健康診断を実施することが義務づけら

れた「常時使用する労働者」に該当しない訪問介護員等を含めた、すべての訪問介護員等に対し

て、１年以内ごとに１回、定期的に医師による健康診断（常時使用する者に労働者に該当しない

者に対する健康診断の項目についても労働安全衛生法と同様とする。）を、事業所の負担により

実施することとしている。

また、「常時使用する労働者」に該当しない訪問介護員等に対する健康診断については、労働

（問４）特定事業所加算及びサービス提供体制強化加算の要件のうち、定期的な健康診断の実

施に係る要件の留意事項を示されたい。

（問３）特定事業所加算及びサービス提供体制強化加算の要件のうち、計画的な研修の実施に

係る要件の留意事項を示されたい。

（問２）特定事業所加算及びサービス提供体制強化加算における介護福祉士又は介護職員基礎

研修課程修了者若しくは一級課程修了者とは、各月の前月の末日時点で資格を取得している者

とされているが、その具体的取扱いについて示されたい。
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安全衛生法における取扱いと同様、訪問介護員等が事業者の実施する健康診断を本人の都合で受

診しない場合については、他の医師による健康診断（他の事業所が実施した健康診断を含む。）

を受診し、その者が当該健康診断の結果を証明する書面を提出したときは、健康診断の項目を省

略できるほか、費用については本人負担としても差し支えない（この取扱いについては、高齢者

の医療の確保に関する法律により保険者が行う特定健康診査については、同法第２１条により労

働安全衛生法における健康診断が優先されることが定められているが、「常時使用する労働者」

に該当しない訪問介護員等については、同条の適用はないことから、同様の取扱いとして差し支

えない。）。

（答）同一法人であれば、異なるサービスの事業所での勤続年数や異なる職種（直接処遇を行う

職種に限る。）における勤続年数については通算することができる。また、事業所の合併又は別

法人による事業の承継の場合であって、当該施設・事業所の職員に変更がないなど、事業所が実

質的に継続して運営していると認められる場合には、勤続年数を通算することができる。

ただし、グループ法人については、たとえ理事長等が同じであったとしても、通算はできない。

（答）産休や介護休業、育児休業期間中は雇用関係が継続していることから、勤続年数に含める

ことができる。

（答）一つの病棟内に介護療養病床と医療療養病床等が混在する場合については、病棟単位で介

護福祉士の割合等を算出する。ただし、例外的に、病室単位で介護療養病床としての指定を受け、

医療療養病床及び介護療養病床各々において人員基準を満たしている場合については、介護療養

病床として指定を受けている病室に配置された職員のみで介護福祉士の割合等を算出することが

できることとする。

（問８）一つの病棟内に介護療養病床とその他の病床（医療療養病床など）が混在する場合の、

介護福祉士の割合等の算出方法如何。

（問６）産休や病欠している期間は含めないと考えるのか。

（問５）同一法人内であれば、異なるサービスの事業所（施設）における勤続年数や異なる業

種（直接処遇職種）における勤続年数も通算できるのか。さらに、事業所間の出向や事業の承

継時にも通算できるのか。

また、理事長が同じであるなど同一グループの法人同士である場合にも通算できるのか。
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（答）月途中に要支援度が変更した場合は、変更前の要支援度に応じた報酬を算定する。

ただし、変更となる前（後）のサービス利用の実績がない場合にあっては、変更となった後（前）

の要支援度に応じた報酬を算定する。

（答）サービス提供体制強化加算に係る体制の届出に当たっては、老企第３６号等において以下

のように規定されているところであり、これに従った取扱いとされたい。

「事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合又は加算等が算定されなく

なることが明らかな場合は、速やかにその旨を届出させることとする。なお、この場合は、加算

等が算定されなくなった事実が発生した日から加算等の算定を行わないものとする。」

具体的には、平成２１年４月に算定するためには、平成２０年１２月から平成２１年２月まで

の実績に基づいて３月に届出を行うが、その後平成２１年１月から３月までの実績が基準を下回

っていた場合は、その事実が発生した日から加算の算定は行わないこととなるため、平成２１年

４月分の算定はできない取扱いとなる。

（答）可能である。具体的には、併設型ショートステイについては、本体施設と兼務する職員に

ついて、勤務実態、利用者数、ベッド数等に基づき按分するなどの方法により当該職員の常勤換

算数を本体施設とショートステイそれぞれに割り振った上で、ショートステイに係る職員につい

てサービス提供体制強化加算の算定基準を満たす場合、空床利用型ショートステイについては、

本体施設がサービス提供体制強化加算の算定要件を満たす場合に、それぞれ同加算を算定するこ

とができる。

なお、このような処理をすることにより、空床利用型のショートステイと併設型のショートス

テイで加算算定の有無や算定する加算の種類が異なる場合も生じうることになる。

さらに、本体施設と異なる加算を算定する場合は、空床利用型ショートステイであっても、本

体施設とは別途、体制の届出が必要となるので留意されたい。

（問７５）本体施設である介護老人福祉施設において日常生活継続支援加算を算定している場

合、併設するショートステイにおいてサービス提供体制強化加算の算定は可能か。空床利用型

ショートステイではどうか。

（問１０）「届出日の属する月の前三月について、常勤換算方法により算出した平均を用いる」

こととされている平成２１年度の１年間及び平成２２年度以降の前年度の実績が６月に満たな

い事業所について、体制届出後に、算定要件を下回った場合はどう取扱うか。

（問９）予防通所リハ及び予防通所介護を利用する者において、月途中に要支援度の変更があ

った場合、サービス提供強化加算の算定はどの様にするべきか。



5

（答）本体施設と併設のショートステイを兼務している職員については、勤務実態、利用者数、

ベッド数等に基づき按分するなどの方法により当該職員の常勤換算数を本体施設とショートステ

イに割り振った上で、本体施設とショートステイそれぞれについて割合を算出し、加算の算定の

可否を判断することが望ましい。ただし、大多数の職員が特養と併設ショートステイを均等に兼

務しているような場合は、本体施設とショートステイで一体的に算出した職員の割合を、本体施

設とショートステイの両方について用いても差し支えない。

また、実態として本体施設のみに勤務している職員を本体施設のみでカウントすることは差し

支えないが、実態として本体施設とショートステイを兼務している職員を本体施設かショートス

テイいずれか一方のみにおいてカウントするなど、勤務実態と乖離した処理を行うことは認めら

れない。

（問７７）介護老人福祉施設と併設のショートステイを一体的に運営している場合、加算の算

定基準となる職員の割合は一体的に算出すべきか、別個に算出すべきか。両方を兼務している

職員をどちらか一方に寄せてカウントすることは可能か。


